
基本方針アンケート調査結果（NPO、県職員、市町村）

Ⅰ．活動基盤等関係

～20人未満 
48% 

20～50人未満 
29% 

50～100人未満 
14% 

100～200人未満 
7% 

200人以上 
1% 

無回答 
1% 

２．会員数 

52% 

37% 

13% 

28% 

16% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

有給常勤スタッフ 

有給非常勤スタッフ 

無給常勤スタッフ 

無給非常勤スタッフ 

特定の事務局スタッフなし 

３．スタッフ体制 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

保健、医療又は福祉の増進 

まちづくりの推進 

農山漁村又は中山間地域の振興 

環境の保全 

地域安全活動 

国際協力 

子どもの健全育成 

科学技術の振興 

職業能力の開発又は雇用機会の拡充 

団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

保

健、

医療

又は

福祉

の増

進 

社会

教育

の推

進 

まち

づく

りの

推進 

観光

の振

興 

農山

漁村

又は

中山

間地

域の

振興 

学

術、

文

化、

芸術

又は

ス

ポー

ツの

振興 

環境

の保

全 

災害

救援

活動 

地域

安全

活動 

人権

の擁

護又

は平

和の

推進 

国際

協力 

男女

共同

参画

社会

の形

成の

促進 

子ど

もの

健全

育成 

情報

化社

会の

発展 

科学

技術

の振

興 

経済

活動

の活

性化 

職業

能力

の開

発又

は雇

用機

会の

拡充 

消費

者の

保護 

団体

の運

営又

は活

動に

関す

る連

絡、

助言

又は

援助 

無回

答 

１番目 45%3%8%2%7%10%12%0%0%1%1%0%5%1%0%3%0%0%2%0%

２番目 3%11%15%4%7%5%6%2%0%1%2%1%14%2%0%4%8%0%1%16%

３番目 4%7%15%1%2%3%3%2%5%2%1%1%12%2%0%5%4%0%4%28%

1.活動分野 

活動分野の1番目は、「保健、医療又は

福祉の増進」、「環境の保全」、「学術、文

化、芸術又はスポーツの振興」、「まちづ

くり」の順。 
 

前回と順位に変動は無し。 

「20人未満」が全体の約半数を占め、50人

未満とあわせると４分の３を超える。 
 

前回と比較すると、２０人未満が減少し

(52％→48％)、２０～５０人未満が増加して

いる(21％→29％)。  

有給常勤スタッフがいる団体は、５２％であ

り、次に有給非常勤スタッフが３７％であ

る。 
 

  前回に比べて、「有給スタッフ」は「常勤」、

「非常勤」ともに減少し、「無給」スタッフは

「非常勤」が増加している。 



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

会費 

寄附金 

自主事業による収入  

民間等からの助成金（財団・共同募金会等） 

行政からの補助金・助成金 

行政からの業務委託費 

その他 

無回答 

会費 寄附金 
自主事業に

よる収入  

民間等から

の助成金

（財団・共同

募金会等） 

行政からの

補助金・助

成金 

行政からの

業務委託費 
その他 無回答 

1番目 12%3%32%4%15%25%9%0%

2番目 14%12%22%7%22%9%2%12%

3番目 39%12%12%5%3%2%2%24%

４．主な活動収入 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

活動資金の調達 

人材確保 

人材育成 

経理 

労務管理 

事務所や活動場所の確保 

多様な主体との交流・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸづくり 

情報の収集 

情報の発信 

活動資金

の調達 
人材確保 人材育成 経理 労務管理 

事務所や

活動場所

の確保 

多様な主

体との交

流・連

携、ﾈｯﾄ

ﾜｰｸづくり 

情報の収

集 

情報の発

信 

苦労している 40%43%30%11%9%12%8%9%9%

やや苦労している 25%23%36%30%21%9%17%12%21%

どちらともいえない 21%16%22%27%32%21%48%48%45%

あまり苦労していない 10%14%9%18%24%31%21%23%19%

苦労していない 4%4%3%14%14%27%8%7%6%

５．活動上の問題点 

47% 

33% 

5% 

6% 
2% 

4% 4% 

６．寄附の件数（しまね社会貢献基金除く） 

0件 

1～10件 

11～20件 

21～50件 

50～100件 

101件以上 

無回答 

主な収入としては、「自主事業」、「会費」、

「行政からの補助金・助成金」の順。 
 

前回と比較すると、「会費」の割合が増加

している。（８％→１２％） 

 

また、前回同様、「行政からの委託費」「行

政からの補助金」をあわせると４割を超え

る。 

活動の中で苦労している（やや苦労し

ている）点は、「人材育成」、「活動資

金の調達」、「人材確保」の順。 
 

前回と同様に、人材と資金が最も課

題とされている。 

以下、「経理」、「労務管理」、「情報発

信」の事務力があげられている。 

 
 
 

寄附件数は、０件が最も多く、次に１～１

０件の順。 

１０１件以上の団体は４％である。 
 

前回同様に、0件が半数近く、1～10件が

3割を占めている。 

 

総件数１，９１９件、平均１４．８件 

（前回： ２，０１４件、１７．６件 ） 



Ⅱ．協働関係

協働実施

あり 
65% 

協働実施

なし 
35% 

８．協働の実施の有無（ＮＰＯ） 

協働実施あり 

協働実施なし 

4% 

47% 

1% 

16% 

18% 

6% 

8% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

無回答 

0円 

1円以上10,000円未満 

10,000円以上100,000円未満 

100,000円以上500,000円未満 

500,000円以上1,000,000円未満 

1,000,000円以上 

寄附金額（しまね社会貢献基金除く） 

0 10 20 30 40 50 60

国１２％ 

県４４％ 

市町村６７％ 

企業１９％ 

その他４６％ 

国１２％ 県４４％ 市町村６７％ 企業１９％ その他４６％ 

ほぼ毎年 114411126

数年に一度 412836

一回のみ 57226

その他 04501

８－２．協働の相手と頻度（ＮＰＯ） 

ほぼ毎年 

数年に一度 

一回のみ 

その他 

0 10 20 30 40 50 60

共催による事業実施６０％ 

ＮＰＯ事業に対する後援３１％ 

事業受託６１％ 

ＮＰＯ事業への財政支援（補助金・助… 

施策や事業に対する提言３０％ 

その他５％ 

共催による事

業実施６０％ 

ＮＰＯ事業

に対する後援

３１％ 

事業受託６

１％ 

ＮＰＯ事業

への財政支

援（補助金・

助成金等）３

５％ 

施策や事業

に対する提言

３０％ 

その他５％ 

ほぼ毎年 36193521153

数年に一度 638671

一回のみ 527220

その他 321010

８－２．協働の形態と頻度（ＮＰＯ） 

ほぼ毎年 

数年に一度 

一回のみ 

その他 

64% 

16% 

6% 

3% 

2% 

2% 

6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

0

1

2

3

4

5

6以上 

７．加入するネットワーク数 

寄附件数と同様に、寄附金額も０円が

最も多い。 
 

寄附があった団体の分布は、１０万円

～５０万円、１万円～１０万円の順。 

 

最大金額は、750万円超。 

ネットワークに加入している団体は、１３

０団体中４７団体で、３６％。 
 

ネットワークの実数は、９１。 

なお、最も多い加入数は、１２。 

 

前回と比べて、加入団体の割合、ネット

ワークの実数ともに増加している。 

 

※ネットワークとは、３団体以上で構成

し、会則を有するもの。 

協働の相手、頻度ともに市町村が最も多

い。次いでその他、県の順。 

頻度としてはほぼ毎年が多い。 
 

前回同様に市町村がトップ。 

 
 

※県職員、市町村は設問無し 

協働の形態では、ＮＰＯが、事業受託、

共催、補助金・助成金の順。 
 

県職員は、事業委託、補助金・助成金、

後援の順。 

 

いずれの形態もほぼ毎年実施されてい

る割合が高い。 

 

※市町村は設問無し 

27% 

73% 

協働の実施の有無(県職員) 

協働実施あり 

協働実施なし 

ＮＰＯ・任意団体は、６５％が協働を実

施。 
 

県職員は、２７％が協働を実施。 

 

※市町村設問無し 

 

前回（ＮＰＯ７６％）に比べて下がっている

が、実数では増加している。 



53% 

2% 

23% 

5% 

5% 

2% 

9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

協働する機会がなかった 

行政に対して協働提案を行ったが、採用（採択）されな… 

人員等の制約など協働を実施する体制が整っていない 

協働することに関心がない 

行政と方向性に相違がある 

協働を知らなかった 

その他 

８－３．「協働実施無し」の場合、その理由（ＮＰＯ） 

47% 

18% 

32% 

2% 

９．協働の課題・問題点（ＮＰＯ） 

ある 

ない 

わからない 

無回答 

協働実施無しの理由は、ＮＰＯ、県職員

ともに、「協働する機会がなかった」が最

も多い。 

次にＮＰＯでは「人員等の制約」があげら

れ、県職員ではその他の理由があげら

れた。 

 

前回と傾向に変化は見られない。 

 

※市町村は設問無し 

0 2 4 6 8 10 12 14

共催による事業実施23% 

ＮＰＯが実施する事業に対する後援27% 

事業委託55% 

ＮＰＯ事業への財政支援（補助金・助成… 

ＮＰＯからの施策や事業に対する提言5% 

その他14% 

共催による事

業実施23% 

ＮＰＯが実

施する事業に

対する後援
27% 

事業委託55% 

ＮＰＯ事業

への財政支

援（補助金・

助成金等）
41% 

ＮＰＯからの

施策や事業

に対する提言
5% 

その他14% 

ほぼ毎年 4512713

数年に一度 111000

一回のみ 000100

その他 000100

協働の形態と頻度(県職員) 

ほぼ毎年 

数年に一度 

一回のみ 

その他 

85% 

0% 

0% 

0% 

0% 

2% 

8% 

5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協働する機会がなかった 

ＮＰＯから協働提案を受けたが、採用しなかった（採択できな… 

組織体制・人員等の制約など、協働を実施する環境が整って… 

協働することに関心がない 

ＮＰＯと方向性に相違がある 

協働を知らなかった 

その他 

無回答 

協働実施無しの場合、その理由（県職員） 

43% 

12% 

45% 

協働の課題・問題点(県職員) 

ある 

ない 

わからない ある 
65% 

ない 
12% 

わからな

い 
23% 

無回答 
0% 

協働の課題・問題点(市町村) 



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

協働の定義の明確化 

協働事業についての情報提供 

行政とＮＰＯとの出会いの場づくり 

合意形成に向けての十分な協議     

役割（責任）分担の明確化 

事業経費・手続きに関する見直し 

ＮＰＯの活動基盤の充実  

ＮＰＯ側の協働についての理解促進 

行政側の協働についての理解促進 

協働結果の効果検証 

その他 

協働の

定義の

明確化 

協働事

業につい

ての情報

提供 

行政とＮ

ＰＯとの

出会いの

場づくり 

合意形

成に向け

ての十分

な協議     

役割（責

任）分担

の明確

化 

事業経

費・手続

きに関す

る見直し 

ＮＰＯ

の活動

基盤の

充実  

ＮＰＯ

側の協

働につい

ての理解

促進 

行政側

の協働に

ついての

理解促

進 

協働結

果の効

果検証 

その他 

1番目 9%9%13%13%17%5%6%2%22%3%2%

2番目 15%8%12%20%12%12%5%2%12%3%0%

3番目 3%2%3%16%21%10%7%3%24%10%0%

９－２ よりよい協働を行うために必要なこと（ＮＰＯ） 

1番目 2番目 3番目 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

協働の定義の明確化 

協働事業についての情報提供 

行政とＮＰＯとの出会いの場づくり 

合意形成に向けての十分な協議 

役割（責任）分担の明確化 

事業経費・手続きに関する見直し 

ＮＰＯの活動基盤の充実 

ＮＰＯ側の協働についての理解促進 

行政側の協働についての理解促進 

協働結果の効果検証 

その他 

協働の定

義の明確

化 

協働事業

について

の情報提

供 

行政とＮ

ＰＯとの

出会いの

場づくり 

合意形成

に向けて

の十分な

協議 

役割（責

任）分担

の明確化 

事業経

費・手続

きに関す

る見直し 

ＮＰＯの

活動基盤

の充実 

ＮＰＯ側

の協働に

ついての

理解促進 

行政側の

協働につ

いての理

解促進 

協働結果

の効果検

証 

その他 

1番目 21%9%9%24%12%3%9%0%3%0%9%

2番目 0%8%19%12%27%8%12%8%0%8%0%

3番目 5%0%5%5%32%18%5%5%9%14%5%

よりよい協働を行うために必要なこと(県職員) 

よりよい協働を行うために必要なこととし

て、ＮＰＯまたは市町村からは、「行政側

の協働についての理解促進」がトップで、

県職員からは、「役割（責任）分担の明確

化」がトップにあげられている。 

 

前回ＮＰＯからは「合意形成に向けての

十分な協議」がトップだった。 

 

前回に比較し、「行政とＮＰＯとの出会い

の場づくり」が伸びている。 

 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

協働の定義の明確化 

協働事業についての情報提供 

行政とＮＰＯとの出会いの場づくり 

合意形成に向けての十分な協議 

役割（責任）分担の明確化 

事業経費・手続きに関する見直し 

ＮＰＯの活動基盤の充実 

ＮＰＯ側の協働についての理解促進 

行政側の協働についての理解促進 

協働結果の効果検証 

その他 

協働の

定義の

明確化 

協働事

業につい

ての情報

提供 

行政とＮ

ＰＯとの

出会いの

場づくり 

合意形

成に向け

ての十分

な協議 

役割（責

任）分担

の明確

化 

事業経

費・手続

きに関す

る見直し 

ＮＰＯ

の活動

基盤の

充実 

ＮＰＯ

側の協

働につい

ての理解

促進 

行政側

の協働に

ついての

理解促

進 

協働結

果の効

果検証 

その他 

1番目 27%0%9%0%9%0%18%0%36%0%0%

2番目 0%9%9%18%18%0%0%18%27%0%0%

3番目 0%18%9%18%27%0%0%0%9%18%0%

よりよい協働を行うために必要なこと(市町村) 



18% 

82% 

１０．提案公募型協働事業への提案 

提案したことがある 

提案したことはない 

1 

14 

4 

2 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

企業 

行政 

企業と行政の両方 

その他(公益法人） 

提案公募型協働事業の相手 

1 

6 

2 

9 

5 

4 

7 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

NPO法人・ボランティア団体 

民間企業 

ふるさと島根定住財団 

市町村 

県庁各課・県出先機関 

県ＮＰＯ活動推進室 

仲介者なし 

１１．提案公募型協働事業の仲介者 

10 

7 

1 

3 

2 

１２．提案公募型協働事業の自己評価(NPOのみ） 

＜➀パートナー意識をもって取り組めたか＞ 

そう思う 

ややそう思う 

どちらともいえない 

あまり思わない 

思わない 

9 

7 

1 

3 

2 

＜➁合意に基づいて実施できたか＞ 

そう思う 

ややそう思う 

どちらともいえない 

あまり思わない 

思わない 

15 

4 

2 

2 0 

＜➂相乗効果が得られたか＞ 

そう思う 

ややそう思う 

どちらともいえない 

あまり思わない 

思わない 

10 

9 

0 

3 

1 

＜➃役割分担は明確だったか＞ 

そう思う 

ややそう思う 

どちらともいえない 

あまり思わない 

思わない 

※過去２年間の提案 

仲介者は多いものから、市町村、民間

企業、県の順。 

「提案したことがある」は前回２２％に比べ

て減少している。 

前回と同様の傾向。 



8 

6 

3 

5 

1 

＜➄取り組み内容・成果を広く情報公開したか＞ 

そう思う 

ややそう思う 

どちらともいえない 

あまり思わない 

思わない 

48% 

2% 

43% 

4% 2% 

１３．県との協働希望(NPO） 

協働したい 

協働したくない 

どちらともいえな

い 

その他 

無回答 

56% 

44% 

１４．「協働したい」テーマについて(NPO) 

具体的なテーマがある 

これから検討したい 

72% 

6% 

13% 

9% 

１５．NPOと行政との出会いの場 

 参加意向(NPOのみ) 

参加したい 

参加したくない 

その他 

無回答 

協働の原則についての自己評価であり、いずれの

項目も、「そう思う」、「ややそう思う」が過半数を占

めている。 
 

③相乗効果④役割分担は高い割合だが、⑤情報

公開が割合が低い。 

 

前回と比較すると、⑤情報公開を除いて「そう思

う」の割合が下がっている。 

 

24% 

28% 

48% 

今まで以上にＮＰＯ等民間との協働を

進める必要性(県職員) 

感じる 

感じない 

分からない 
65% 

0% 

35% 

今まで以上にＮＰＯ等民間との協働

を推進する必要性(市町村） 

感じる 

感じない 

分からない 

NPOの協働ニーズは、４８％ある。 
 

行政側の協働ニーズは、県職員は２４％、市町村は６５％。 

 

協働ニーズのあるNPOのうち、５６％の団体が具体的な協働

テーマがある。（３５団体） 

 

行政との出会いの場については、協働ニーズにかかわらず参加

の意向割合が高い。 

 

45% 

6% 9% 

40% 

※協働推進員制度について(県職員のみ) 

１ 今の制度で十分で

ある 

２ 制度の改善（研修

の充実や職務内容の

見直し等）が必要であ

る 
３ 制度の必要性を感

じない 

４ 分からない 

35 

30 

36 

18 

1 

13 

5 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

   １ 広く県とＮＰＯの協働事例を集め、県職員へフィード… 

   ２ 県内のＮＰＯの組織、活動内容、実績などをデータ… 

   ３ 県内のＮＰＯの活動と各所属の個別の事務・事業を… 

   ４ 職員の協働への理解を深めるための研修を行ってほし… 

   ５ ＮＰＯ活動推進室には特に求めることはない。 

   ６ 分からない 

   ７ その他 

※協働の推進でＮＰＯ活動推進室に求める役割(複数回答可) 

(県職員のみ) 



＜「力のあるNPO法人」関係＞

34% 

80% 

81% 

57% 

75% 

78% 

71% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1共益的な活動の占める割合が50％未満である 

2運営組織及び経理が適切である 

3事業活動の内容が適正である 

4情報公開を適切に行っている 

5所轄庁に対して、直近２事業年度終了後３月以内に事… 

6法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反す… 

7設立の日から１年を超える期間が経過している 

１６．＜力のあるNPO法人＞ 

➀仮認定基準の自己判定 

13% 

23% 

32% 

19% 

12% 

＜力のあるNPO法人＞ 

②自らを「力のあるNPO法人」と思うか 

思う 

やや思う 

あまり思わない 

思わない 

分からない 

＜力のあるNPO法人＞総合判定 
 

細指標１： 

 ①仮認定基準をすべて満たす法人（組織力）  ２８法人 

 ②しまね地域ポータルサイト「だんだん」認証（情報力）  ２８法人 

 →両方を満たす法人  １１法人 

 

細指標2： 

 自らを「力のあるNPO法人」と思う（やや思う）法人（意識）  ４４法人 

  

仮認定基準について、基準２及び３は、８

割を超えているが、基準４は５割超、基準

１は３４％にとどまっている。 

基準１については、解釈に幅が出たものと

思われる。 

  

  

「思う・やや思う」３６％ 
 

「思わない・あまり思わない」５１％  



Ⅲ．施策評価関連

１７．＜県民いきいき活動の普及・深化＞の取り組み評価（５段階、最高５）

3% 

9% 

32% 

19% 

1% 

28% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

①活動への関心喚起  平均３．１
(NPO) 

5% 
10% 

31% 
15% 

2% 
30% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

3

5

無回答 

②活動機会の拡大（ＮＰＯ）平均３．

０ 

2% 

8% 

32% 

16% 

3% 

30% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

③団体・セクター支援（ＮＰＯ）平均

３．２ 

5% 
6% 

27% 
19% 

6% 
27% 

9% 

0% 10% 20% 30%

1
2
3
4
5

判断できない 
無回答 

➃支援の基盤強化(NPO) 平均３．

２ 

18% 

25% 

19% 

17% 

21% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

➀活動への関心喚起 

②活動機会の拡大 

③団体・セクター支援 

➃支援の基盤強化 

無回答 

１７－２．優先的に実施すべき施策 

(NPO) 

2% 

5% 

37% 

12% 

6% 

38% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

➀活動への関心喚起 平均3.2 (県職

員) 

0% 

18% 

41% 

18% 

0% 

24% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

①活動への関心喚起     平均３．０（市

町村） 

1% 

7% 

34% 

11% 

7% 

39% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

②活動機会の拡大 平均3.2 (県職員) 

0% 

18% 

24% 

18% 

0% 

41% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

②活動機会の拡大(市町村)     平均３．

０ 

0% 

1% 

35% 

10% 

12% 

41% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

③団体・セクター支援 平均3.5 (県職

員) 

0% 

0% 

24% 

24% 

12% 

41% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

③団体・セクター支援(市町村)     平均

３．８ 

2% 

2% 

33% 

16% 

6% 

40% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

④支援基盤強化 平均3.3 (県職員) 

0% 

6% 

24% 

24% 

12% 

35% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

④支援の基盤強化(市町村）  平均

３．６ 

 

・取り組みは、概ね6割(平均3点）以上

の評価を得ている。 

 なお、「判断できない」という回答が多

くなっている。 

 

・優先的に実施すべき施策としては、Ｎ

ＰＯと市町村からは、「活動機会の拡

大」が望まれ、県職員からは「活動への

関心喚起」が望まれている。 



１８．＜協働の普及と深化＞の取り組み評価(５段階、最高５）

5% 

13% 

28% 

6% 

2% 

38% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

②協働の機会拡大(NPO) 平均２．

８ 

5% 

12% 

28% 

8% 

0% 

40% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

③協働実践力の向上(NPO) 平均

２．８ 

3% 

15% 

28% 

8% 

2% 

38% 

7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

➀協働への関心喚起(NPO) 平均

２．８ 

56% 

16% 

16% 

12% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１活動への関心喚起 

2活動機会の拡大 

3団体・セクター支援 

4支援の基盤強化 

優先的に実施すべき施策 

 (県職員) 

12% 

29% 

29% 

29% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

①活動への関心喚起 

②活動機会の拡大 

③団体・セクター支援 

④支援の基盤強化 

優先的に実施すべき施策（市町村） 

2% 

5% 

37% 

12% 

6% 

38% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

①協働の関心喚起 平均3.4 (県職員) 

0% 

18% 

35% 

6% 

0% 

41% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

①協働の関心喚起（市町村）  平均２．

８ 

1% 

6% 

37% 

10% 

9% 

38% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

②協働の機会拡大（県職員） 

 平均3.3 

6% 

18% 

24% 

18% 

0% 

35% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

②協働機会の拡大(市町村）平均２．８ 

2% 

1% 

38% 

9% 

13% 

37% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

③協働実践力向上(県職員) 平均3.4 

6% 

29% 

18% 

12% 

0% 

35% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

③協働実践力の向上（市町村） 平均２．

５ 



１９．　＜体制の整備＞取り組み評価（５段階、最高５）

5% 

13% 

21% 

10% 

2% 

41% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

①県の取り組み (NPO) 平均２．８ 

5% 
12% 

28% 
8% 

3% 
36% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1
2
3
4
5

判断できない 
無回答 

➃協働の基盤強化(NPO) 平均２．

９ 

20% 

17% 

19% 

28% 

15% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

①協働への関心喚起 

②協働の機会拡大 

③協働実践力の向上 

④協働の基盤強化 

無回答 

１８－２．＜協働の普及と深化＞ 

優先的に実施すべき施策(NPO) 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

④協働の基盤強化(県職員) 平均3.3 

6% 

6% 

41% 

12% 

0% 

35% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

④協働の基盤強化（市町村）  平均２．９ 

50% 

21% 

13% 

16% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１協働への関心喚起 

2協働の拡大 

3協働実践力の向上 

4協働の基盤強化 

優先的に実施すべき施策 

＜協働の普及と深化＞(県職員) 

12% 

18% 

24% 

47% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

①協働への関心喚起 

②協働機会の拡大 

③協働実践力の向上 

④協働の基盤強化 

優先的に実施すべき施策 

＜協働の普及・深化＞(市町村) 

2% 

6% 

37% 

10% 

13% 

32% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

①県の取り組み 平均3.3 (県職員) 

6% 

12% 

35% 

6% 

0% 

41% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

①県の取り組み（市町村）   平均２．７ 

 

・取り組みについては、ＮＰＯと市町村

からの評価が低い。 

 なお、「判断できない」という回答が多

くなっている。 

 
 

・優先的に実施すべき施策としては、Ｎ

ＰＯと市町村からは、「協働の基盤強

化」が望まれ、県職員からは「協働への

関心喚起」が望まれている。 



7% 

21% 

21% 

5% 

1% 

38% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

②市町村への働きかけ(NPO)  平

均２．５ 

3% 

5% 

29% 

18% 

8% 

31% 

7% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

③(公財)ふるさと島根定住財団  

(NPO)平均３．４ 

6% 

12% 

21% 

6% 

2% 

44% 

9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

無回答 

④県民いきいき活動促進委員会  

(NPO)平均２．７ 

10% 

41% 

25% 

5% 

18% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①県の取り組み 

②市町村への働きかけ 

③(公財）ふるさと島根定住財団 

④県民いきいき活動促進委員会 

無回答 

１９－２．＜体制の整備＞ 

優先的に実施すべき施策(NPO) 

4% 

7% 

35% 

2% 

11% 

40% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

②市町村への働きかけ 平均3.1(県職

員) 

6% 

29% 

24% 

18% 

0% 

24% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

②市町村への働きかけ（市町村）   

平均２．７ 

1% 

2% 

33% 

11% 

12% 

40% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

③(公財)ふるさと定住財団 平均3.5(県

職員) 

0% 

6% 

35% 

24% 

12% 

24% 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

判断できない 

③(公財)ふるさと島根定住財団（市

町村）   平均３．５ 

1% 

4% 

32% 

10% 

11% 

43% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

判断できない 

④県民いきいき活動促進委員会 平均

3.4(県職員) 

0% 

0% 

35% 

12% 

0% 

53% 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

判断できない 

④県民いきいき活動促進委員会（市

町村）   平均３．３ 

35% 

33% 

27% 

5% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

1県の取り組み 

2市町村への働きかけ 

3（公財）ふるさと島根定住財団 

4県民いきいき活動促進委員会 

優先的に実施すべき施策＜体制の整備＞ (県職員) 

 

・取り組み評価については、「ふるさと

定住財団」が比較的高く、「市町村への

働きかけ」が比較的低い。 

 

・優先的に実施すべき施策としては、Ｎ

ＰＯと市町村からは、「市町村への働き

かけ」が望まれ、県職員からは「県の取

り組み」があげられている。 



Ⅳ．その他

15% 

48% 
6% 

20% 

4% 
8% 

２０．認定NPO法人への申請意向 

申請を検討している 

申請する考えはない 

認定制度を知らない 

分からない 

既に認定法人である 

無回答 

32% 

26% 

8% 

31% 

3% 

２１．しまね社会貢献基金への登録について 

既に登録している 

今後、登録したい 

登録したいと思わない 

分からない 

無回答 

41% 

57% 

2% 

２２．NPO法人低利融資制度について 

知っていた 

知らなかった 

無回答 

6% 

50% 

38% 

6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①県の取り組み 

②市町村への働きかけ 

③(公財)ふるさと島根定住財団 

④県民いきいき活動促進委員会 

優先的に実施すべき施策＜体制の整備＞(市町村) 

認定申請を検討している法人は１

５％（実数18法人）であり、現在の

認定数が6法人であることを考慮

すると、ニーズは高いと言える。 
 

なお、申請しない理由としては「必

要性」または「メリット」を感じないと

いう回答が多かった。 



2% 

7% 

1% 

2% 

48% 

32% 

2% 

4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

施設・設備を整備したり、取得するための資金として融資を受けたい 

運転資金（備品購入費を含む）として融資を受けたい 

国からの委託費等が支払われるまでのつなぎ資金として融資を受けたい 

国以外からの助成金等が支払われるまでのつなぎ資金として融資を受けたい 

融資を受ける予定はない → 次の問いへ 

今はわからない 

その他 

無回答 

NPO法人低利融資制度の利用について 

10% 

11% 

27% 

40% 

11% 

「融資を受ける予定はない」理由 

他の金融機関のＮＰＯ向け融資

の方が利用しやすい 

法人役員等の個人から融資を受

けることを考えている 

資金調達は、融資以外で考えて

いる 

今のところ融資を考えるような資

金需要がない 

その他 


